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上 場 会 社 名  綜合警備保障株式会社綜合警備保障株式会社綜合警備保障株式会社綜合警備保障株式会社 上 場 取 引 所  東京証券取引所（市場第一部） 
コ ー ド 番 号  ２３３１ 本社所在都道府県 東京都 
（ＵＲＬ http://www.alsok.co.jp ） 
代  表  者  役職名 代 表 取 締 役 社 長 氏名 村井 温 
問合せ先責任者  役職名 常務執行役員経理部長 氏名 末廣和男  ＴＥＬ (03) 3470－6811 
中間決算取締役会開催日 平成15年11月18日              中間配当制度の有無   有 
中間配当支払開始日 ────────              単元株制度採用の有無   有(１単元 100株) 
 
１. 15年９月中間期の業績（平成15年４月１日～平成15年９月30日） 
(1) 経営成績                                      （百万円未満切捨て） 

 売上高 営業利益 経常利益 
 百万円    ％  百万円    ％  百万円    ％  

15年 ９ 月中間期 86,977   (△6.3 ) 1,507   (△63.2 ) 3,077    (△41.6 ) 
1 4年 ９ 月中間期 92,827   (  2.3 ) 4,096   (  27.3 ) 5,266   (  12.0 ) 
1 5年 ３ 月 期 188,141        10,791   11,864        
 

 中間（当期）純利益 
１株当たり中間 
（当期）純利益 

潜在株式調整後１株当 
たり中間（当期）純利益 

 百万円    ％  円  銭  円  銭  
15年 ９ 月中間期 1,927   (△38.2 ) 19  21   19  18   
1 4年 ９ 月中間期 3,118   (  12.1 ) 36  58   －  －   
1 5年 ３ 月 期 5,758            62  61   62  39   
(注)①平成14年９月中間期の１株当たり中間純利益および平成15年３月期の１株当たり当期純利益は、株式分割（平成14

年８月１日付けで、１株を13株に分割）が期首に行われたものとして算出しております。 
②期中平均株式数  

15年９月中間期 100,375,228株  14年９月中間期 85,231,042株  15年３月期 91,724,054株 
③会計処理の方法の変更  無 
④売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率であります。 
⑤当中間期に行った組織変更を勘案した業績比較につきましては、次ページの（ご参考）をご参照ください。 
 
(2) 配当状況 

 
 
 
 

  
(3) 財政状態                                      （百万円未満切捨て） 

 総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 
 百万円  百万円  ％  円   銭  
15年 ９ 月中間期 186,952    76,682    41.0  763   88  
1 4年 ９ 月中間期 180,663    48,443    26.8  568   38  
1 5年 ３ 月 期 186,975    73,267    39.2  729   81  
(注)①期末発行済株式数  

15年９月中間期  100,385,339株  14年９月中間期  85,231,042株  15年３月期  100,369,920株 
②期末自己株式数   

15年９月中間期        1,303株  14年９月中間期     －株  15年３月期         622株 
 
２. 16年３月期の業績予想（平成15年４月１日～平成16年３月31日） 

１株当たり年間配当金 
 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

期 末  
 

通 期 
百万円  

176,218    
百万円  

6,957    
百万円  

8,799    
百万円  

5,499    
円 銭 

17 00  
円 銭 

17 00  
（参考）１株当たり予想当期純利益(通期) 54円 63銭 

 
※上記の予想には、本資料発表日現在の将来に関する前提・見通し・計画に基づく予測が含まれており、実際の業績
は、様々なリスク要因や不確実な要素により、記載の予想数値と大幅に異なる可能性があります。 

(注)平成15年３月期の配当金の内訳 
普通配当   17円00銭 
上場記念配当  3円00銭 

 
１株当たり 
中間配当金 

１株当たり 
年間配当金 

 円  銭  円  銭  
15年 ９ 月中間期 0   0     － 
14年９月中間期 0   0     － 
15年３月期   － 20  00   
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（ご参考）15年９月中間期の業績（平成15年４月１日～平成15年９月30日）について 
 
当社は、平成15年４月１日付で、当社の100％子会社である綜警電気産業㈱を吸収合併しております。
また、同じく平成15年４月１日付で、会社分割により当社の常駐警備部門の一部を分社化しております。 
同一水準の組織による経営成績の比較のため、便宜上、これらの組織変更が前中間期の期首に行われた
と仮定した場合、当中間期における経営成績の対前中間期比較は、次の通りであります。 
 
                                            （百万円未満切捨て） 

 
当中間期 

（15年９月期） 
前中間期 

（14年９月期） 
増減率 

売上高 

営業利益 

経常利益 

中間純利益 

86,977百万円 

1,507 

3,077 

1,927 

86,913百万円 

3,318 

4,300 

2,570 

0.1％ 

△54.6 

△28.4 

△25.0 
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個別中間財務諸表個別中間財務諸表個別中間財務諸表個別中間財務諸表等等等等 

 
１１１１    中間貸借対照表中間貸借対照表中間貸借対照表中間貸借対照表 

  前中間会計期間末 
(平成14年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成15年９月30日) 

対前中 
間期比 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成15年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額（百万円） 構成比 

（％） 金額（百万円） 構成比 
（％） 

増減 
（百万円） 金額（百万円） 構成比 

（％） 

（資産の部）            

Ⅰ 流動資産            

１．現金及び預金 ※2 53,241   56,564    55,844   

２．受取手形  261   491    316   

３．売掛金  10,936   11,210    11,926   

４．商品  ―   340    ―   

５．貯蔵品  670   3,745    672   

６．立替金  10,240   13,028    12,292   

７．その他  4,838   4,089    4,972   

貸倒引当金  △114   △97    △91   

流動資産合計   80,074 44.3  89,372 47.8 9,298  85,933 46.0 

Ⅱ 固定資産            

１．有形固定資産 ※1           

(１)建物  9,583   9,926    9,467   

(２)機械及び装置  14,832   14,970    14,841   

(３)土地  6,465   7,074    6,484   

(４)その他  2,195   2,632    2,450   

有形固定資産合計  33,077   34,604   1,527 33,242   

２．無形固定資産  3,662   3,975   313 4,212   

３．投資その他の資産            

(１)投資有価証券  11,998   15,232    14,225   

(２)関係会社株式  11,404   8,057    11,412   

(３)敷金保証金  8,312   8,224    8,425   

(４)繰延税金資産  24,564   20,741    23,016   

(５)その他  7,958   7,081    6,866   

貸倒引当金  △390   △338    △357   

投資その他の資産合計  63,848   58,998   △4,849 63,587   

固定資産合計   100,588 55.7  97,579 52.2 △3,008  101,042 54.0 

資産合計   180,663 100.0  186,952 100.0 6,289  186,975 100.0 
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  前中間会計期間末 
(平成14年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成15年９月30日) 

対前中 
間期比 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成15年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額（百万円） 構成比 

（％） 金額（百万円） 構成比 
（％） 

増減 
（百万円） 金額（百万円） 構成比 

（％） 

（負債の部）            

Ⅰ 流動負債            

１．買掛金  6,426   6,929    8,202   

２．短期借入金 ※2 31,341   21,962    16,647   

３．１年以内償還予定
の社債 

 ―   10,000    10,000   

４．賞与引当金  5,753   4,105    2,794   

５．その他 ※4 15,295   13,721    15,271   

流動負債合計   58,816 32.6  56,718 30.3 △2,098  52,916 28.3 

Ⅱ 固定負債            

１．社債  10,000   ―    ―   

２．長期借入金  7,930   4,634    6,560   

３．退職給付引当金  52,280   45,368    50,769   

４．役員退職慰労引当金  489   488    512   

５．執行役員退職慰労引当金  32   64     39   

６．債務保証損失引当金 ※3 380   420    400   

７．預り保証金  2,290   2,575    2,510   

固定負債合計   73,402 40.6  53,551 28.7 △19,851  60,792 32.5 

負債合計   132,219 73.2  110,269 59.0 △21,949  113,708 60.8 

            

（資本の部）            

Ⅰ 資本金   7,471 4.1  16,942 9.1 9,470  16,919 9.1 

Ⅱ 資本剰余金            

資本準備金   13,206 7.3  28,767 15.4 15,561  26,039 13.9 

Ⅲ 利益剰余金            

１．利益準備金  792   792    792   

２．任意積立金  14,017   14,034    14,017   

３．中間（当期）未処分利益  17,835   20,383    20,475   

利益剰余金合計   32,645 18.1  35,209 18.8 2,564  35,285 18.9 

Ⅳ 土地再評価差額金   △5,585 △3.1  △5,585 △3.0 ―  △5,585 △3.0 

Ⅴ その他有価証券評価差額金   706 0.4  1,350 0.7 644  609 0.3 

Ⅵ 自己株式   ― ―  △2 △0.0 △2  △1 △0.0 

資本合計   48,443 26.8  76,682 41.0 28,238  73,267 39.2 

負債及び資本合計   180,663 100.0  186,952 100.0 6,289  186,975 100.0 
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２２２２    中間損益計算書中間損益計算書中間損益計算書中間損益計算書 

  
前中間会計期間 

（自  平成14年４月１日 
至  平成14年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

対前中 
間期比 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

区分 注記 
番号 金額（百万円） 百分比 

（％） 金額（百万円） 百分比 
（％） 

増減 
（百万円） 金額（百万円） 百分比 

（％） 

Ⅰ 売上高   92,827 100.0  86,977 100.0 △5,850  188,141 100.0 

Ⅱ 売上原価   68,884 74.2  65,040 74.8 △3,844  138,675 73.7 

売上総利益   23,943 25.8  21,937 25.2 △2,006  49,466 26.3 

Ⅲ 販売費及び一般管理費   19,847 21.4  20,429 23.5 582  38,675 20.6 

営業利益   4,096 4.4  1,507 1.7 △2,588  10,791 5.7 

Ⅳ 営業外収益 ※1  1,959 2.1  2,279 2.6 319  2,782 1.5 

Ⅴ 営業外費用 ※2  789 0.8  709 0.8 △80  1,708 0.9 

経常利益   5,266 5.7  3,077 3.5 △2,189  11,864 6.3 

Ⅵ 特別利益 ※3  ― ―  8 0.0 8  ― ― 

Ⅶ 特別損失 ※4  207 0.2   50 0.0 △156  768 0.4 

税引前中間(当期)純
利益 

  5,059 5.5  3,034 3.5 △2,024  11,096 5.9 

法人税、住民税及
び事業税 

 1,941   1,107    3,080   

法人税等調整額 ※6 ― 1,941 2.1 ― 1,107 1.3 △834 2,258 5,338 2.8 

中間（当期）純利益   3,118 3.4  1,927 2.2 △1,190  5,758 3.1 

前期繰越利益   14,716   18,455    14,716  

中間(当期)未処分利益   17,835   20,383    20,475  

            

 



 40

 

３３３３    中間財務諸表作成の基本となる重要な事項中間財務諸表作成の基本となる重要な事項中間財務諸表作成の基本となる重要な事項中間財務諸表作成の基本となる重要な事項    

項  目 
前中間会計期間 

（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評

価方法 

(1) 有価証券 

①子会社株式及び関連会社株

式 

 移動平均法による原価法

によっております。 

②その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定）によってお

ります。 

(1) 有価証券 

①子会社株式及び関連会社株

式 

同左 

 

②その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

(1) 有価証券 

①子会社株式及び関連会社株

式 

同左 

 

②その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全

部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定）によっており

ます。 

 時価のないもの 

 移動平均法による原価法

によっております。 

(2)     － 

 

時価のないもの 

同左 

 

(2) デリバティブ 

 時価法によっております。 

時価のないもの 

同左 

 

(2) デリバティブ 

同左 

 (3) たな卸資産 

 先入先出法による原価法

によっております。 

(3) たな卸資産 

同左 

(3) たな卸資産 

同左 

 

２．固定資産の減価償却の

方法 

(1）有形固定資産 

 定率法（ただし、平成10

年４月１日以降に取得した

建物（附属設備を除く）に

ついては定額法）を採用し

ております。主な耐用年数

は、次の通りであります。 

建物     38～50年 

機械及び装置    ５年 

 

(1) 有形固定資産 

同左 

(1) 有形固定資産 

同左 

 (2）無形固定資産 

 定額法を採用しておりま

す。 

 なお、自社利用のソフト

ウェアについては、社内に

おける利用可能期間（５年）

に基づく定額法を採用して

おります。 

(2) 無形固定資産 

同左 

(2) 無形固定資産 

同左 
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項  目 
前中間会計期間 

（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

３．引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸

倒損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に

回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しており

ます。 

 

(1) 貸倒引当金 

同左 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 貸倒引当金 

同左 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (2) 賞与引当金 

 従業員賞与の支給に備え

るため、将来の支給見込額

のうち当中間会計期間の負

担額を計上しております。 

 

(2) 賞与引当金 

同左 

 

(2) 賞与引当金 

 従業員賞与の支給に備え

るため、将来の支給見込額

のうち当期の負担額を計上

しております。 

 

 (3) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末にお

ける退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき、当

中間会計期間末において発

生していると認められる額

を計上しております。 

 過去勤務債務について

は、その発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一

定の年数（５年）による定

額法により処理しておりま

す。 

 数理計算上の差異は、そ

の発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年

数（10年）による定額法に

より翌事業年度から処理す

ることとしております。 

 

(3) 退職給付引当金 

同左 

 

(3) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末にお

ける退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき計上

しております。 

過去勤務債務について

は、その発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一

定の年数（５年）による定

額法により処理しておりま

す。 

数理計算上の差異は、そ

の発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年

数（10年）による定額法に

より翌事業年度から処理す

ることとしております。 

 

 (4) 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出

に備えるため、内規に基づ

く中間期末要支給額を計上

しております。 

 

(4) 役員退職慰労引当金 

同左 

 

(4) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出

に備えるため、内規に基づ

く期末要支給額を計上して

おります。 
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項  目 
前中間会計期間 

（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

 (5) 執行役員退職慰労引当金 

執行役員の退職慰労金の

支出に備えるため、内規に

基づく中間期末要支給額を

計上しております。 

(5) 執行役員退職慰労引当金 

同左 

 

(5) 執行役員退職慰労引当金 

執行役員の退職慰労金の

支出に備えるため、内規に

基づく期末要支給額を計上

しております。 

  

(6) 債務保証損失引当金 

債務保証に係る損失に備

えるため、被保証者の財政

状況等を勘案し、損失負担

見込額を計上しておりま

す。 

 

(6) 債務保証損失引当金 

同左 

 

(6) 債務保証損失引当金 

同左 

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

同左 同左 

５．ヘッジ会計の方法 － (1) ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用し

ております。また、金利ス

ワップについては特例処理

の条件を充たしている場合

には特例処理を採用してお

ります。 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

当事業年度にヘッジ会計

を適用したヘッジ対象とヘ

ッジ手段は次の通りであり

ます。 

ヘッジ手段 金利スワップ 

ヘッジ対象 銀行借入金 

(3) ヘッジ方針 

金利変動リスクの低減並

びに金融収支改善のため、

内規に基づき、金利変動リ

スクをヘッジしておりま

す。 

(4) ヘッジの有効性評価の方法 

金利スワップにつきまし

てはヘッジの高い有効性が

あるとみなされるため、有

効性の評価は省略しており

ます。 

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 

 

 

 

 

 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

 

 

 

 

 

(3) ヘッジ方針 

同左 

 

 

 

 

(4) ヘッジの有効性評価の方法 

同左 
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項  目 
前中間会計期間 

（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

６. その他中間財務諸表

（財務諸表）作成のため

の基本となる重要な事項 

(1) 消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。

 

(2)     － 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3)     － 

(1) 消費税等の会計処理 

同左 

 

(2)     － 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3)     － 

(1) 消費税等の会計処理 

同左 

 

(2) 自己株式及び法定準備金取

崩等会計 

「自己株式及び法定準備

金の取崩等に関する会計

基準」（企業会計基準第１

号）が平成14年４月１日以

後に適用されることにな

ったことにともない、当事

業年度から同会計基準に

よっております。これによ

る当事業年度の損益に与

える影響はありません。な

お、財務諸表等規則の改正

により、当事業年度におけ

る貸借対照表の資本の部

については、改正後の財務

諸表等規則により作成し

ております。 

 

(3) １株当たり情報 

「１株当たり当期純利益

に関する会計基準」(企業

会計基準第２号)及び「１

株当たり当期純利益に関

する会計基準の適用指針」

(企業会計基準適用指針第

４号)が平成14年４月１日

以後開始する事業年度に

係る財務諸表から適用さ

れることになったことに

ともない、当事業年度から

同会計基準及び適用指針

によっております。なお、

これによる影響について

は、「１株当たり情報に関

する注記」に記載しており

ます。 
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４４４４    追加情報追加情報追加情報追加情報    

前中間会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

（自己株式及び法定準備金取崩等会

計） 

当中間期から「自己株式及び法定

準備金の取崩等に関する会計基準」

（企業会計基準第１号）を適用して

おります。これによる当中間期の損

益に与える影響はありません。 

なお、中間財務諸表等規則の改正

により、当中間期における中間貸借

対照表の資本の部については、改正

後の中間財務諸表等規則により作成

しております。 

(未払賞与に対応する社会保険料会

社負担額の費用処理方法) 

従来、賞与に対応する社会保険料

会社負担額については支出時の費用

として処理しておりましたが、厚生

年金保険法等の改正により、平成15

年４月から保険料算定方式に総報酬

制が導入されることに伴い、重要性

が増したため、当中間期から未払賞

与に対応する負担額を費用処理する

方法に変更しております。 

この変更により、前中間期と同一

の方法によった場合に比べ、売上総

利益は290百万円、営業利益、経常利

益、税引前中間純利益は447百万円そ

れぞれ少なく計上されております。 

―――――― 

 
 
 
５５５５    当中間期中の発行済株式数の増加当中間期中の発行済株式数の増加当中間期中の発行済株式数の増加当中間期中の発行済株式数の増加    

発行年月日 発行形態 発行株式数（株） 発行価格(円) 資本組入額（円） 

平成15年５月27日 新株引受権の行使 6,500 1,385 1,385 

平成15年７月１日 新株引受権の行使 1,000 1,385 1,385 

平成15年９月19日 新株引受権の行使 8,600 1,385 1,385 
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６６６６    中間貸借対照表に関する注記中間貸借対照表に関する注記中間貸借対照表に関する注記中間貸借対照表に関する注記    

前中間会計期間末 
（平成14年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成15年９月30日） 

前事業年度末 
（平成15年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 
71,549百万円 74,872百万円 73,232百万円 

※２ 現金及び預金 ※２ 現金及び預金 ※２ 現金及び預金 
中間貸借対照表に計上し

た現金及び預金には、使用の
制限された警備輸送業務用
現金 36,343 百万円が含まれ
ております。また、短期借入
金残高のうち、当該業務で調
達した資金が 21,689 百万円
含まれております。 
なお、中間貸借対照表に

計上した現金及び預金のほ
かに、当該業務において契約
先から預かっている現金及
び預金が 116,835 百万円あ
ります。 

中間貸借対照表に計上し
た現金及び預金には、使用の
制限された警備輸送業務用
現金 39,602 百万円が含まれ
ております。また、短期借入
金残高のうち、当該業務で調
達した資金が 16,508 百万円
含まれております。 
なお、中間貸借対照表に

計上した現金及び預金のほ
かに、当該業務において契約
先から預かっている現金及
び預金が 136,182 百万円あ
ります。 

貸借対照表に計上した現
金及び預金には、使用の制限
された警備輸送業務用現金
37,778 百万円が含まれてお
ります。また、短期借入金残
高のうち、当該業務で調達し
た資金が 10,333 百万円含ま
れております。 
なお、貸借対照表に計上

した現金及び預金のほかに、
当該業務において契約先か
ら預かっている現金及び預
金が 132,419 百万円ありま
す。 

   
※３ 偶発債務 ※３ 偶発債務 ※３ 偶発債務 

保証債務 保証債務 保証債務 
下記の会社の金融機関か
らの借入金に対して次の通
り債務保証を行っておりま
す。なお、保証金額からは債
務保証損失引当金設定額を
控除しております。 

下記の会社の金融機関か
らの借入金に対して次の通
り債務保証を行っておりま
す。なお、保証金額からは債
務保証損失引当金設定額を
控除しております。 

下記の会社の金融機関か
らの借入金に対して次の通
り債務保証を行っておりま
す。なお、保証金額からは債
務保証損失引当金設定額を
控除しております。 

 
㈱パンエイシア 72百万円 

  

 
㈱パンエイシア 32百万円 

  

 
㈱パンエイシア 52百万円 

  
※４ 消費税等の取扱い 

仮払消費税等及び仮受消
費税等は、相殺のうえ、金額
的重要性が乏しいため、流動
負債の「その他」に含めて表
示しております。 

※４ 消費税等の取扱い 
同左 

※４    ───── 

５    ───── ５ 当社は長期運転資金に係る
調達を迅速かつ効率的に行う
ため、総額12,000百万円のシ
ンジケートローン契約（参加
金融機関計30社）を締結して
おります。 
 なお、当中間期末においては、
当該シンジケートローン契約
に係る借入は致しておりませ
ん。 
 

５    ───── 
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７７７７    中間損益計算書に関する注記中間損益計算書に関する注記中間損益計算書に関する注記中間損益計算書に関する注記    

前中間会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの 
 
受取利息 18百万円 

受取配当金 1,439 

保険配当金 11 

受取賃貸料 121 

経営協力料収入 98 
  

 
受取利息 20百万円 

受取配当金 1,637 

保険配当金 81 

受取賃貸料 116 

経営協力料収入 89 
  

 
受取利息 34百万円 

受取配当金 1,486 

保険配当金 234 

受取賃貸料 245 

経営協力料収入 202 
  

   
※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２ 営業外費用のうち主要なもの 

 
支払利息 320百万円 

固定資産除却損 153 
  

 
支払利息 204百万円 

固定資産除却損 227 
  

 
支払利息 546百万円 

固定資産除却損 377 
  

   
※３    ───── ※３ 特別利益のうち主要なもの ※３    ───── 

 子会社株式売
却益 8百万円 

   

 

※４ 特別損失のうち主要なもの ※４ 特別損失のうち主要なもの ※４ 特別損失のうち主要なもの 
 
投資有価証券
評価損 207百万円 

  

 
投資有価証券
評価損 30百万円 

債務保証損失
引当金繰入額 20 

   

 
投資有価証券
評価損 748百万円 

債務保証損失
引当金繰入額  20 

  
  

５ 減価償却実施額 ５ 減価償却実施額 ５ 減価償却実施額 
 
有形固定資産 3,336百万円 

無形固定資産 425 
  

 
有形固定資産 3,280百万円 

無形固定資産 574 
  

 
有形固定資産 6,921百万円 

無形固定資産 921 
  

※６ 当中間会計期間における税金

費用については、簡便法による

税効果会計を適用しているた

め、法人税等調整額は「法人税、

住民税及び事業税」に含めて表

示しております。 

※６     同左 ※６    ───── 
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８８８８    リース取引に関する注記リース取引に関する注記リース取引に関する注記リース取引に関する注記    

前中間会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

１. リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引（借主側） 

１. リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引（借主側） 

１. リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引（借主側） 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び中間期末残

高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び中間期末残

高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び期末残高相

当額 
  

 
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

中間期末
残高相当
額 
(百万円) 

有形固定資産 
「その他」 
(車両運搬具) 

3,010 1,382 1,628 

有形固定資産 
「その他」 
(器具及び備
品) 

3,907 1,706 2,201 

合計 6,917 3,088 3,829 
  

  

 
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

中間期末
残高相当
額 
(百万円) 

有形固定資産 
「その他」 
(車両運搬具) 

3,137 1,651 1,486 

有形固定資産 
「その他」 
(器具及び備
品) 

4,236 2,110 2,125 

合計 7,374 3,762 3,611 
  

  

 
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円) 

有形固定資産
「その他」 
(車両運搬具) 

3,204 1,677 1,526 

有形固定資産
「その他」 
(器具及び備
品) 

4,487 2,039 2,447 

合計 7,692 3,717 3,974 
  

(2) 未経過リース料中間期末残高相当

額 

(2) 未経過リース料中間期末残高相当

額 

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

  
１年内 1,403百万円

１年超 2,699 

合計 4,103 
  

  
１年内 1,502百万円

１年超 2,498 

合計 4,000 
  

  
１年内 1,503百万円

１年超 2,743 

合計 4,246 
  

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及

び支払利息相当額 

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及

び支払利息相当額 

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及

び支払利息相当額 
  

支払リース料 851百万円

減価償却費相当額 708 

支払利息相当額 176 
  

  
支払リース料 1,006百万円

減価償却費相当額 784 

支払利息相当額 187 
  

  
支払リース料 1,792百万円

減価償却費相当額 1,481 

支払利息相当額 320 
  

(4)減価償却費相当額の算定方法 (4)減価償却費相当額の算定方法 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によってお

ります。 

 

同左 同左 

(5) 利息相当額の算定方法 (5) 利息相当額の算定方法 (5) 利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相当

額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

 

同左 同左 

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 未経過リース料 未経過リース料 
  

１年内 2,427百万円 

１年超 18,850 

合計 21,278 
  

  
１年内 2,193百万円 

１年超 15,413 

合計 17,606 
  

  
１年内 2,305百万円 

１年超 17,188 

合計 19,493 
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９９９９    有価証券に関する注記有価証券に関する注記有価証券に関する注記有価証券に関する注記 
前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度において、子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 

10101010    １株当たり情報に関する注記１株当たり情報に関する注記１株当たり情報に関する注記１株当たり情報に関する注記    

前中間会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

  

１株当たり純資産額 568.38円 

１株当たり中間純利益
金額 36.58円 
  

  

１株当たり純資産額 763.88円 

１株当たり中間純利益
金額 19.21円 
  
潜在株式調整後１株当
たり当期純利益金額 19.18円 
 

  

１株当たり純資産額 729.81円 

１株当たり当期純利益
金額 62.61円 

潜在株式調整後１株当
たり当期純利益金額 62.39円 
  

  
当社は新株予約権の付与（ストッ
クオプション）を行っておりますが、
当中間会計期間における当社株式
は、非上場であり、かつ非登録のた
め、市場価格がなく、また合理的に
期中平均株価を算定することが困難
なため、潜在株式調整後１株当たり
中間純利益金額については記載して
おりません。 
（追加情報） 
 当中間会計期間から「１株当たり
当期純利益に関する会計基準」（企業
会計基準第２号）及び「１株当たり
当期純利益に関する会計基準の適用
指針」（企業会計基準適用指針第４
号）を適用しております。なお、こ
れによる影響は軽微であります。ま
た、当社は、平成 14 年８月１日付で、
株式１株につき 13 株の分割を致し
ました。  
なお、当該株式分割が前期首に行
われたと仮定した場合の１株当たり
情報については、それぞれ以下の通
りとなります。 

前中間会計期間 前事業年度 

１株当たり純資
産額 

１株当たり純資
産額 

575.24円 558.21円 

１株当たり中間
純利益金額 

１株当たり当期
純利益金額 

33.59円 63.36円 

前中間会計期間及び前事業年度に
おける当社株式は、非上場であり、
かつ非登録のため、市場価格がなく、
また合理的に期中平均株価を算定す
ることが困難なため、潜在株式調整
後１株当たり中間純利益金額及び潜
在株式調整後１株当たり当期純利益
金額については記載しておりませ
ん。 

   
当事業年度から「１株当たり当期
純利益に関する会計基準」（企業会計
基準第２号）及び「１株当たり当期
純利益に関する会計基準の適用指
針」（企業会計基準適用指針第４号）
を適用しております。なお、これに
よる影響は軽微であります。 
当社は、平成 14 年８月１日付で、
株式１株につき 13 株の分割を致し
ております。上記会計基準及び適用
指針を前事業年度に適用し、かつ、
当該株式分割が前期首に行われたと
仮定した場合の１株当たり情報につ
いては、それぞれ次の通りとなりま
す。 

前事業年度 

１株当たり純資産額 558.21 円 

１株当たり当期純利
益金額 

63.36 円 
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（注）１株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下の

通りであります。 

 
前中間会計期間 

(自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

１株当たり中間（当期）純利益金額    

中間（当期）純利益（百万円） 3,118 1,927 5,758 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 15 

（うち利益処分による役員賞与金） － － (15) 

普通株式に係る中間（当期）純利益（百万円） 3,118 1,927 5,742 

期中平均株式数（千株） 85,231 100,375 91,724 

    

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利

益金額 
   

中間（当期）純利益調整額（百万円） － － － 

普通株式増加数（千株） － 163 327 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり中間（当期）純利益の算定に含め

なかった潜在株式の概要 

新株予約権３種類（平成

12年８月22日臨時株主総

会決議、平成13年６月28

日定時株主総会決議、平

成14年６月27日定時株主

総会決議） 

なお、旧商法第280条ノ19

第１項の規定に基づく特

別決議による新株予約権

の目的となる株式の数は

2,808,000株であり、商法

第280条ノ20及び商法第

280条ノ21の規定に基づ

く特別決議による新株予

約権の数は24,570個であ

ります。 

－ － 
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11111111    重要な後発事象重要な後発事象重要な後発事象重要な後発事象    
前中間会計期間 

（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

（有償新株の発行）  

当社は、平成14年９月17日及び平成14

年10月１日開催の取締役会において、次

の通り新株式の発行を決議し、平成14年

10月24日に払込が完了致しました。 

（1）募集方法 

ブックビルディング方式による募

集 

 

（2）発行する株式の種類及び数 

普通株式15,000,000株 

 

（3）発行価格 

１株につき1,550円 

募集はこの価格にて行いました。 

 

（4）引受価額 

１株につき1,472円50銭 

この価額は当社が引受人より１株

当たりの新株式払込金として受取っ

た金額であります。 

なお、発行価格と引受価額との差

額の総額は、引受人の手取金となり

ます。 

 

（5）発行価額 

１株につき1,233円 

（資本組入額617円） 

 

（6）発行価額の総額 

 

18,495百万円 

 

（7）払込金額の総額 

 

22,087百万円 

 

（8）資本組入額の総額 

 

9,255百万円 

 

（9）払込期日 

 

平成14年10月24日 

 

（10）配当起算日 

 

平成14年10月１日 
 

― （綜警電気産業㈱との合併について） 

当社は、平成14年９月17日開催の当社

取締役会決議に基づき、平成15年４月１

日を合併期日として当社の100％子会社

である綜警電気産業株式会社を吸収合

併致しました。この合併による損益への

影響はありません。合併の概要は次の通

りであります。 

(1) 被合併会社の概要 

①商号   綜警電気産業株式会社 

②所在地  東京都港区元赤坂１丁

目６番６号 

③代表者  代表取締役社長 

 戸井田安弘 

④資本金  420百万円 

⑤従業員  80名 

⑥事業内容 警備用機器、防災用機器

及び警備用装備装具類

の販売 

 

(2) 当該合併の目的 

被合併会社は、これまで主として当

社グループにおける警備用機器の仕

入業務の役割を担ってきましたが、

組織再編の一環として同社を吸収合

併することにより、業務の効率化を

目指すものであります。 

 

(3) 合併契約日 

平成14年10月１日 

本合併は100％子会社の吸収合併で

あり、合併に際し新株の発行・合併

交付金の交付をともなわないため、

商法第413条ノ３第１項の簡易合併

方式により、商法第408条第１項に定

める株主総会の承認は得ずに行われ

ました。 

 

(4) 合併比率 

綜警電気産業株式会社は、当社

100％所有の子会社であり、合併にあ

たり当社所有の綜警電気産業株式会

社の株式は全株消却致しましたの

で、新株式の発行はありません。 
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前中間会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

（11）資金の使途  

社債の償還資金10,000百万円、機

械警備用機器及び静岡資金管理セ

ンターの新築費用等の設備投資に

7,400百万円充当する予定でありま

す。残額につきましては、システム

構築、新商品開発、戦略的提携及び

Ｍ＆Ａ等の将来の資金需要に備え、

当面リスクの低い金融商品で運用

する予定であります。 

なお、当該募集は、いわゆるスプ

レッド方式を採用しているため、本

発行に係る引受手数料は新株発行

費には計上されません。また、１株

当たりの発行価額のうち、617円を

資本金に、１株当たりの引受価額

1,472円50銭と当該金額との差額

855円50銭を資本準備金に組入れて

おります。これにより、平成14年10

月25日時点の資本金及び資本準備

金はそれぞれ16,726百万円、26,039

百万円に、また発行済株式総数は

100,231,042株となっております。 
 

 

 
 ― (5) 受入資産・負債の内容 

（平成15年４月１日現在） 

  

（資産の部）  

流動資産  5,021百万円 

有形固定資産 1,554百万円 

無形固定資産    75百万円 

投資その他の資産   592百万円 
 

（負債の部） 

流動負債   3,406百万円 

固定負債     379百万円 
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前中間会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

（綜警電気産業㈱との合併） 

当社は、当社の100％子会社である綜

警電気産業株式会社を平成15年４月１

日をもって吸収合併することとし、平成

14年10月１日合併契約書に調印致しま

した。綜警電気産業株式会社は、これま

で主として当社グループにおける警備

用機器の仕入業務の役割を担ってきま

したが、業務の効率化のための組織再編

の一環として、このたび当社と合併する

ことに致しました。 

（1）合併のスケジュール 

合併契約書承認取締役会 

平成14年９月17日 

合併契約書調印 

平成14年10月１日 

合併契約書承認株主総会 

本合併は100％子会社の吸収合

併であり、合併に際し新株の発

行・合併交付金の交付を伴わな

いため、商法第413条ノ３第１項

の簡易合併方式により、商法第

408条第１項に定める株主総会

の承認を得ずに行います。 

合併期日 

平成15年４月１日(予定) 

合併登記 

平成15年４月１日(予定) 

（2）合併の方法 

当社を存続会社とする簡易合併方式で、

綜警電気産業株式会社は解散致します。

 

― （会社の分割による常駐警備部門の一部

の分社化について） 

当社は平成14年12月25日開催の取

締役会において、商法第374条ノ6第1

項に定める分社型簡易新設分割によ

り、当社の常駐警備部門の一部であ

る常駐警備事業本部を、新たに設立

する当社の100％子会社綜警常駐警

備株式会社に承継することを決議

し、同日付で分割計画書に調印し、

平成15年4月1日をもって会社分割を

実施致しました。 

(1) 分割の目的 

当社は、収益性の向上のため、業務

全般にわたる合理化・効率化の推進を

重要な課題の一つとして取り組んでお

ります。今般、長期的に安定した収益

体制を確立するため、東京及び大阪で

主に常駐警備業務を行っております常

駐警備事業本部を分社化し、より効率

的な経営体質への転換を図るものであ

ります。 

 

(2) 新会社の商号、従業員数 

商号 綜警常駐警備株式会社 

従業員 1,360名（平成15年４月１

日現在） 

 

(3) 分割の方法及び分割計画書の内容 

①分割の方法 

当社を分割会社とし、新たに設立す

る綜警常駐警備株式会社を承継会社

とする簡易新設分割（物的分割）で

あります。 
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前中間会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

（3）被合併会社の概要（平成14年３月期）

商号 

綜警電気産業株
式会社（被合併会
社） 

事業内容 

警備用機器、防災
用機器及び警備
用装備装具類の
販売 

設立年月 昭和 51 年９月 

本店所在地 

東京都港区元赤
坂１丁目６番６
号 

代表者 
代表取締役社長 
戸井田安弘 

資本金 420 百万円 

発行済株式数 840 千株 

株主資本 6,477 百万円 

総資産 10,305 百万円 

従業員 80 名 

売上高 20,671 百万円 

営業利益 338 百万円 

経常利益 461 百万円 

当期純利益 405 百万円 
 

― ②分割計画書の内容 
ア 承継会社は、設立に際して発行
する株式の総数（普通株式６千
株）を当社に割り当てる。 

イ 承継会社の資本金及び資本準
備金 
資本金   300 百万円 
資本準備金 商法第 288 条ノ２

第１項第３号ノ２
に定める超過額 

ウ 承継会社が当社から承継する
権利義務 
分割期日において分割する常駐
警備事業本部の資産、負債その
他これに付随する一切の権利義
務 

 
(4) 常駐事業本部の直近の経営成績（平
成15年３月期） 

売上高      18,249百万円 

営業利益      816百万円 

経常利益      813百万円 
 
(5) 分割により承継した資産及び負債の
金額（平成15年４月１日現在） 

 
（資産の部）  

流動資産         4,381百万円 

有形固定資産       28百万円 

無形固定資産     18百万円 

投資その他の資産 2,012百万円
   

 （負債の部） 

流動負債         1,048百万円 

固定負債         5,092百万円 
 

 

(2）【その他】 
 該当事項はありません。 

 

 

以   上     
 

 


